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研究成果の概要（和文）：Titmuss(1970)、Deci et al.(1971,72)の実証研究は、外的介入は内発的動機付けを
クラウディング・アウト(MCO: Motivation Crowding Out)するという、経済学の「選好の公理」を否定する実証
結果を提示した。本プロジェクトは、「実証研究の証左」を「選好の公理」に組込む統合理論を構築し、実証に
より確証している。

本プロジェクトは、理論的には、(1)外的介入と内発的動機付けの加法的・二分法的静学モデルを、脱二分法モ
デルにまで進めている。(2)社会規範をモデルに加えることで、動学モデルへ拡張している。実証的には、(3)
MCOモデルを実証により確証している。

研究成果の概要（英文）：Many empirical evidence indicates that external interventions such as 
monetary compensation and punishment may crowding-out intrinsic motivation(MCO). MCO is one of the 
most important abnormalities in standard economic theory based on axioms of preference. In this 
project, we are introducing new insights from psychology and sociology into axioms of preference to 
explain motivation crowding-out.

We can theoretically and empirically obtain the following conclusions. Theoretically, (1)in economic
 psychology, extrinsic and intrinsic motivation are often explained additively and dichotomically. 
In the integrated theoretical model, we are trying to explain it non-dichotomically. (2) In economic
 psychology is often developed a static model. However, in our model, explanatory factor of social 
norm is added and progress towards a dynamic model is attempted. Finally,  (3) we are able to 
confirm empirically the consistency between the integrated theoretical model and the field research 
results.

研究分野：経営組織論

キーワード： 内発的動機付け　クラウディング・アウト効果　認知評価理論　自己決定理論
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１．研究開始当初の背景 
1970 年初期、実証研究の証左より(Titmuss 
1970; Deci et al. 1971, 1972)、外在的インセ
ンティブは内発的動機付けをクラウディン
グ・アウト(MCO: Motivation Crowding Out)
することが示された。MCO の仮定は、その
後 、 卓 越 し た 実 証 研 究 (Gneezy ＆ 
Rustichini 2000a, 2000b)により、強く支持
された。しかし、これらの実証結果は、標準
的経済理論の「選好の公理」を否定するもの
であった。 
 
そこで、近年、経済学および認知心理学の双
方から、実証結果に適合するモデルを構築す
る試みがなされるようになってきた。しかし、
そこには、大きな違いがある。それは、一方、
経済学では、選好の公理を維持しながら、制
約条件を変えることで実証結果を説明しよ
うとしている。また、静学モデルおよび動学
モデルを展開することで実証研究の証左を
説明しようとしている。他方、認知心理学は、
選好の公理そのものを変えることで実証結
果の説明を試みるものである。すなわち、内
発的動機付けを選好を構成する内生変数と
することで、実証結果を説明しようとしてい
る。しかし、そこでは、静学モデルが主とし
て議論され、動学モデルは展開されていない。 
 
本プロジェクトは、そこで、経済理論および
認知理論の統合理論（静学/動学）モデルを構
築し、そして、統合理論モデルを社会・経済
政策に応用し、さらに、構築した理論モデル
を実験室実験およびフィールド・リサーチに
より確証するまでを一貫して分析・展開する
ことを試みようとするものである。 
 
本プロジェクトの当初のプログラムは次の
ようである。 
(1) 実証研究の証左(/認知心理学の洞察)を経
済理論の選好公理に組み込む統合理論モデ
ルの構築 
①静学モデルの構築 
②動学モデルの構築 
 
(2) 統合理論のモデルを金銭的インセンティ
ブだけでなく、モニタリングおよび規制等の
外的介入要因にまで応用 
①社会・経済政策の領域に応用 
 
(3) 構築された統合理論のモデルを質問表に
落とし実験室実験およびフィール・リサーチ
を実施し、実証結果をフィードバックし、理
論モデルを確立 
①金銭的インセンティブの外的介入要因と
内発的動機付けの関連をフィールド・リサー
チで確証 
②社会・経済政策の外的介入要因と内発的動
機付けの関連をフィールド・リサーチで確証 
 
 

２．研究の目的 
外在的インセンティブに対する内発的動機
付けのクラウディング・アウト効果(MCO効
果)は、標準的経済理論の「選好の公理」と一
部対立することになった。そして、近年、そ
の対立を緩和するため、実証研究の証左(/認
知心理学の洞察)を経済理論の選好公理に組
み込む理論モデルが提示されるようになっ
た。本プロジェクトも、MCO 効果をよく説
明するため、経済理論と認知理論の統合理論
モデルの構築を目指している。 
 
そこで、まず、標準的経済学の選好の公理は
どのような構成になっているのかを考える
ことから始める。このとき、外在的インセン
ティブが選好に及ぼす影響、(正の)相対価格
効果を考える。 
その上で、認知理論(認知評価理論および自己
決定理論)の洞察を詳細に分析する。このとき、
外在的インセンティブの持つもう一つの効
果、いわゆる、MCO 効果の心理的プロセス
を考える。 
そして、標準的経済学の選好の公理(外在的イ
ンセンティブの相対価格効果)に認知理論の
洞察(外在的インセンティブのもう一つの
MCO効果)を組み込むことを考える。すなわ
ち、外在的インセンティブの持つ二つの効果、
相対価格効果とMCO効果を持つ統合理論モ
デル(新たな選好の公理)を構築する。 
 
さらに、統合理論モデルを外在的インセンテ
ィブ(金銭的インセンティブ)の外的介入だけ
ではなく、それ以外の要因(モニタリングおよ
び法的規制)にまで応用することを考える。す
なわち、規制(処罰等)の持つ二つの効果、(負
の)相対価格効果と MCO 効果を持つ応用モ
デルを考える。 
 
そして、最終的に、統合理論を質問表に落と
し実験室実験で確認することで理論モデル
の確証を目指す。 
 
 
本プロジェクトは、次のことを考察すること
を目指している。 
（1）外在的インセンティブ持つ二つの効果、
相対価格効果とMCO効果を組み込む統合理
論モデルの構築 
 
（2）統合理論モデルを外在的インセンティ
ブだけでなく、モニタリングおよび法的規制
等の外的介入要因にまで応用 
 
（3）構築された統合理論のモデルを質問表
に落とし実験室実験およびフィール・リサー
チを実施し、実証結果をフィードバックし、
理論モデルを確立 
 
 
 



３．研究の方法 
標準的経済学の選好の公理と実証研究の証
左(認知理論の洞察)を調和させる新たな選好
の公理を構成することを考える。 
 
そこで、Gagné and Deci(2005)、Festre and 
Garrouste(2008)のように、外在的インセン
ティブと内発的動機付けとの正/負の相関関
係を説明しようとする認知評価理論(CET：
Cognitive Evaluation Theory)および自己決
定理論(SDT：Self Determination Theory)
のアイディアを用いることでこれを解決す
る。 
 
CETおよび SDTにならい、本来、人間が持
つ「自律、能力、および、関係性」が、「金
銭的インセンティブ、モニタリング、あるい
は、規制」の外的介入により影響を受けると
き、これらの外的介入に対しどのような（肯
定的/否定的）認知を持つのかを考える。個人
が外在的インセンティブを否定的と認知す
るとき、内発的動機付けは抑制され、肯定的
とするとき促進される。 
 
（１）統合理論モデルでは、外在的インセン
ティブは、（a）標準的経済学のいう、正/負の
相対価格効果、および、（b）認知理論のいう、
正/負の MCO 効果の二つの効果から構成さ
れると考える。このとき、 
①相対価格効果とMCO効果が、単純に、加
法的・二分法的に作用する静態モデルを考え
ることから始める。すなわち、二つの効果は
同時に作用しないモデルを考える。次に、二
つの効果が、同時に、作用するモデルを考え
る。さらに、 
②外在的インセンティブがない状態から外
在的インセンティブが導入される過程を考
える動学モデルを構築する。すなわち、外在
的インセンティブがないときの相対価格効
果およびMCO効果と外在的インセンティブ
が導入されたときの相対価格効果とMCO効
果を比較選択する過程を、社会規範の確立過
程/浸食過程で表すことで考察するモデルを
考える。 
 
（２）外的介入要因として、(正の相対価格効
果と負の MCO 効果を持つ)金銭的インセン
ティブではなく、（負の相対価格効果と負の
MCO 効果を持つ）モニタリングないし法的
規制にまで拡張した統合理論モデルを考え、
規制の経済学、法と経済学の領域等にまで統
合理論モデルの応用を拡張することを考え
る。 
 
（３）最終的には、統合理論モデルを、実験
室実験およびフィールド・リサーチにより確
証していくことを考える。 
 
 
 

４．研究成果 
標準的経済理論の「選好の公理」を強く否定
する MCO 効果の仮定は、実証研究の証左から
提示されたものである。実証研究からの挑戦
に対し、理論研究の解答は、外在的インセン
ティブと内発的動機付けの加法的・二分法的
モデルを提示することであった。しかしなが
ら、このモデルは多くの点で不十分であった。 
 
 
本プロジェクトの目的は、これまでの理論モ
デルの構築およびこれまでの理論モデルに
基づく実証研究の不十分さをいくらかでも
進展させることであった。 
 
 
本プロジェクトは、理論的、実証的に、次の
ような成果を得ることができている。理論的
には、 
（１）統合理論のモデル構築を行っている。
標準的経済学の選好の公理に認知心理学の
内発的動機付けを組み込む比較的単純な静
学モデルを構築している。そして、また、 
（２）従来の理論モデルでは、外在的インセ
ンティブと内発的動機付けは、多くの場合、
加法的・二分法的に説明されているが、しか
し、統合理論モデルでは、二要因が相互作用
する脱二分法的分析にまで考察を進めてい
る。 
（３）経済心理学の説明モデルは、一様に、
静学モデルを展開している。しかし、統合理
論モデルでは、内発的動機付けの説明要因だ
けではなく、社会規範の説明要因を加えるこ
とで、動学モデルまで進展を図ることを試み
ている。さらに、 
（４）構築した統合理論モデルを、金銭的イ
ンセンティブだけでなく、モニタリングおよ
び法的規制にまで応用することで、社会・経
済政策と人間行動との関係の説明を試みて
いる。 
 
最後に、実証的には、 
（５）これまで、実証研究と説明理論モデル
の構築がそれぞれ独立に進められてきたが、
ここでは、統合理論モデルの構築、実証研究
による理論モデルの検証、検証結果のフィー
ドバックまでを一貫した分析プログラムで
考察する基礎を築いている。 
 
 
本プロジェクトが焦点を当てた MCO 効果は、
我が国では、モデル分析に関しては、ほとん
ど研究の対象とはなっていない。さらに、実
証研究に関しても、従来の選好の公理に従っ
た仮定の検証がほとんどであり、MCO 効果の
仮説検証はほとんどみられない。MCO 効果に
関する理論的、実証的研究にさらに関心が向
けられることが望まれる。 
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